様式１

令和　　　年　　　月　　日　

　東京都福祉保健局長　殿

　
　会　　社　　名　　　　　　　　　　　　　　　

所　　在　　地　　　　　　　　　　　　　　　

代　　表　　者　　　　　　　　　　　　　　印
応　　募　　届

　当社は、「児童養護施設退所者等の就業支援事業委託」の企画提案募集に応募します。

１　会社名

２　所在地

３　代表者名

４　担当者名

　（所属部課名）

５　連絡先

　（電話番号）

　（Ｆ Ａ Ｘ）

　（ e-mail ）

様式２

令和　　　年　　　月　　日　

　東京都福祉保健局長　殿

　

　会　　社　　名　　　　　　　　　　　　　　　

所　　在　　地　　　　　　　　　　　　　　　

代　　表　　者　　　　　　　　　　　　　　印

辞　　退　　届

　当社は、「児童養護施設退所者等の就業支援事業」の企画提案応募を辞退します。

１　会社名

２　所在地

３　代表者名

４　担当者名

　（所属部課名）

５　連絡先

　（電話番号）

　（Ｆ Ａ Ｘ）

　（ e-mail ）

　様式３ 

企　画　提　案　書
令和　　年　　月　　日 
東京都福祉保健局長　殿
                                         所　在　地
                                         商号又は名称
                                         代表者氏名                　　　　　　印　
　下記業務の企画提案に基づく選定について、「児童養護施設退所者等の就業支援事業委託企画提案募集要項に基づき、企画提案書を提出します。
　なお、当該業務に係る資格要件に該当する者であること、並びに本書及び企画提案資料の記載事項は事実と相違ないことを誓約します。
記
１　委託業務名　

「児童養護施設退所者等の就業支援事業」

２　実施主体　

東京都
３　履行期間
      令和２年４月１日～令和３年３月３１日
なお、今回の選定は各年度の予算が確定すること及び事業実績に問題がないことを前提に5年間有効とする。
【連絡先】　担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ＦＡＸ番号  　　　　　　　　　　　　　　　　
e-mail　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　様式４

法　人　概　要　調　書

	法人名
	

	連絡先　TEL　　　　　　　　FAX　　　　　　　e-mail

	法人の概要

　（法人設立目的、主な活動実績等を記載すること。）


	行政機関から委託を受けた同種・類似の業務の実績

　（委託業務名、発注者、事業内容、委託期間、委託金額等を記載すること。）

	個人情報保護、人権・権利擁護、法令順守について

　（上記の内容について、法人の考え方を記載すること。）


（注）　作成にあたっては、適宜行を追加してください。別紙による対応可。また、添付書類として、有料職業紹介事業の許可証（写）、法人等概要（パンフレット）、直近3事業年度の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書又はこれらに類する書類を添付すること。
様式５
事　業　実　施　の　提　案
	１　事業実施方針

　　（「児童養護施設退所者等の就業支援事業」を実施していく上での方針、基本的考えを、現在

　　の社会的養護を取り巻く現状と課題を踏まえて、具体的に記載してください。）
２　事業実施内容

　　（①施設退所者等に対する職場体験事業、ソーシャル・スキル・トレーニング②施設退所者等に対する個別の就業相談、指導及び支援③施設退所者等に対する個別のニーズに応じた適切な社会資源の仲介④施設退所者等に対する職業紹介事業⑤施設退所者等が働きやすい職場の開拓⑥事業主からの相談対応を含む就職後のフォーロアップ、職場訪問、現に就業している施設退所者等の就業上の相談、指導及び支援⑦児童養護施設職員等の施設退所者等に対する就業支援相談・指導スキル向上への支援について、具体的にどのように実施していくのか記載してください。）

①施設退所者等に対する職場体験事業、ソーシャル・スキル・トレーニング

②施設退所者等に対する個別の就業相談、指導及び支援

③施設退所者等に対する個別のニーズに応じた適切な社会資源の仲介

④施設退所者等に対する職業紹介事業
⑤施設退所者等が働きやすい職場の開拓

⑥事業主からの相談対応を含む就職後のフォーロアップ、職場訪問、現に就業している施設退所者等の就業上の相談、指導及び支援
⑦児童養護施設職員等の施設退所者等に対する就業支援相談・指導スキル向上への支援

３　事業実施体制
　　（事務所設置予定場所、事業実施責任者氏名・経歴、就労支援チームの体制・人員、関係機関等の連携体制等、詳細に記載してください。）。
４　特記事項

（法人の特徴等、支援を行う上で有利と思われる事項があれば記入してください。）


※　作成に当たっては、適宜、行を追加してください。別紙による対応可。

